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〔論文〕
商業資本の自立化の必然性について
加藤義忠
筆者は前稿「商業資本の『資本論』体系における位置と商業資本の本質に
(1) 
ついて」において，日高普氏の「経済原論」のーモメントとしての商業資本
論のうち，とくに商業資本論の『資本論』体系上の論理的位置と商業資本の
本質の二つに論点を限定して検討をこころみたが，本稿は氏の商業資本論に
おける第三の論点，すなわち商業資本の自立化について検討を行なわんとす
るものである。
このようにここでは商業資本の自立化に論点を限って検討をこころみよう
とするものであるが，このことを通して，第一にマルクスの『資本論』にお
ける商業資本の自立化についての規定が，宇野シューレによってどのような
形をとって歪曲・修正されているかについて，具体的に分析することと，第
ニに宇野シューレから提起された問題にたいして解答を与えることによって
マルクス主義商業資本論の理論的正当性を再確認することと同時に，その内
実をいっそう深化発展させるということ，以上二つの課題に接近したい。
さてさっそく氏の所説の検討にたちむかうことにするが，氏の所説をうか
(1)関大『商学論集』，第17巻第1号。
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がう前に，まずマルクスの商業資本の自立化の可能性と不可避についての規
定を分析しておこう。
(1) 商業資本の自立化の可能性と不可避性に
かんするマルクスの規定
前資本主義において前期的商業資本は生産を支配し，またその時期の典型
的，代表的資本形態の一つでもあったが，しかし前資本主義から資本主義へ
の生産様式の変化に基本的に規定されて，前期的商業資本は変様をきたし
た。つまり資本制的生産においては商業資本ではなく，産業資本が典型的
資本形態となり，しかもこの産業資本はG-W<PA匹．．P・・・W'-G'のよう
に三つの段階を経過して運動する。そして各段階において資本は特殊な形態
をとり，特殊な機能を遂行する。つまり産業資本は最初に貨幣資本の形態を
とって登場し，そして市場で生産手段と労働力を購入し，つぎにこの購入を
媒介として生産資本に変態した資本は，ここで価値形成・増殖を行ない，最
後に商品資本に変態した資本は，最初の貨幣資本へ再転化することによって，
商品に含まれている価値および剰余価値を実現し，再生産を可能にすること
ができる。このように第一段階の貨幣資本の機能は，資本家の所有する生産
手段と賃労働者の労働力の結合を可能とすることであり，第二段階の生産資
本の機能は，不変資本の価値を全部的あるいは部分的に新商品に移転し，前
貸しされた可変資本を再生産し，さらに剰余価値を生産することであり，第
三段階の商品資本の機能はこれを貨幣資本へ転化させ，商品価値を実現する
ことであり，以上で産業資本の循環はいちおう完了する。しかしさらにまた
生産が従来と同じように，あるいはより大きな規嘆で行なわれ，上記のよう
な循環形態をえがくのである。このような産業資本の三つの機能は，資本主
義の初期，マニュファクチャー段階ではまだ分離，自立化されておらず，産
業資本自らが商品販売機能を行っていた。しかしながらこのような産業資本
の三つの形態が，それぞれの運動段階で特殊な機能を果たすということは，
商業資本の自立化のたんなる形式的な可能性を意味する。つまりこれが商業
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資本の自立化のたんに形式的な可能性，いいかえれば産業資本内部での商業
(2) 
資本の自立化のための準備である。
ではこのたんなる可能性がどのような条件・契機・矛盾に媒介されて，ょ
り具体的な可能性から，さらに具体的現実性へ転化するのであろうか。この
自立化の必然性・不可避性を明らかにすることが，次の課題である。
資本制的生産の本質はたんなる生産物の生産でなく，剰余価値を含む商品
の生産である。いいかえれば資本の究極的目的，規定的動機は，剰余価値の
生産（実現）である。したがってこのような性格の資本制的経済において，
資本間の分業を規定するものは，剰余価値の視点からのものである。つまり
それは，資本間の分業の形成が社会的総資本の剰余価値生産のために利益に
なるか否かということである。もちろん資本の社会的分業を規定する基礎に，
物質的生産力の一定の発達があることはいうまでもない。このような自然発
生的・無政府的な資本間分業の一般的法則は，産業資本相互間はいうにおよ
ばず，産業資本と商業資本の分業関係にも基本的に貫徹する。しかしながら
この場合は，産業資本相互の場合とその性格，すなわちその貫徹形態をこと
にする。つまり産業資本相互の分業関係の形成は，資本の価値増殖を直接的
に増大させるが，これにたいして産業資本と商業資本の分業は，流通時間と
流通費用の縮小によって，間接的・媒介的に価値増殖を高める。この点に両
者のちがいがある。このような相違があるが，しかしそれにもかかわらず商
業資本と産業資本の資本間分業の基礎・根拠は，資本の生命ともいうべき価
値増殖に利益になるということである。
したがって商業資本が産業資本の商品資本から分化・独立し，自立的資本
となる基礎・根拠は，産業資本の価値増殖に利益になるということ，いいか
えれば，現実的には資本閻競争に媒介されてのことではあるが，産業資本が
(2) W. Heinrichs, H. Seidel und L. Bertullis, Der monopolistische Handel, ein 
Instrument zur Sicherung maximaler Profite, Verlag die Wirtschaft Berlin 
1956, s. 10.訳，森下二次也監修，鈴木武訳，『現代商業構造論』，創元社， 1969.
1, 10頁。
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商品資本の価値実現という機能を自ら行なうよりも商業資本という独立した
資本に代理・担当させるほうが，再分配される総剰余価値，すなわち利潤率
を上昇させるということである。つまり自由競争の資本主義においては商業
資本の自立化の根拠は，個々の資本の大きさに応じて平等な形で再分配され
る総剰余価値を増大させ，結局的に社会的総資本のために一般的利潤率を上
昇させることである。たとえば個別的産業資本は相互に自己の利潤の増大を
めざして，激烈な競争を行なう。
こと流通にかぎれば，産業資本は独立の商人に商品の販売を担当させない
で，生産者自身が直接に販売し市場を独占しようとする要求をもっている。
ところがこの自由競争の資本主義では各個別資本の大きさは，部門間では技
術的条件のちがいに規定されて，それぞれ相違するが，しかし同一部門では
資本制的に発達した企業・資本の大きさは，同一規模のものに平均化される。
このような状況において，ある個別的産業資本が市場独占を形成すること
は一般的には不可能であり，また産業資本が自ずから商品販売を行なうこと
は，社会的分業の見地からみても恙わめて不利であろう。つまりある個別産
業資本が，企業内分業によって販売部を設けるとしよう。この企業内分業の
深化，発展によって，産業資本は一定程度流通期間と流通費用を節約できる
が，しかし資本間の社会的分業にもとずいて自立した商業資本を利用するほ
うが，いっそう有利である。もしそうしなければ競争にゃぶれ，自己を存続
することができなくなろう。 （これらの商業資本の自立化の根拠を実湿する
諸形態については後述する）。 このように商業資本を利用することを，個別
的産業資本は競争によって外的に強制されるが，実はこれは自由競争の資本
主義段階では，資本の自己増殖という資本の概念の具体的展開形態である。
個別資本一般にあてはまることは，社会的総資本にもあてはまる。要するに
産業資本が自ら商品の販売を行うことは，企業内分業の利益によってある程
度流通期間，流通費用を節約できるが，しかし商業資本の自立化という社会
的分業に比べれば，その節約の大きさは小さく，資本の本質に矛盾するので
ある。このように貨殖の極大化という資本の本質・概念・論理と産業資本が
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自ら販売するという存在様式との間に矛盾が生じ，この矛盾を動カ・推進力
として，商業資本が産業資本から分化独立する。これが商業資本の自立化の
必然性・不可避性である。いいかえれば商業資本の自立化の必然性は，抽象
的にいえば資本の概念とその実現形態との矛盾の展開であり，具体的にいえ
ば商業資本の自立化という社会的分業による一般的利潤率の上昇ということ
である。したがって商業資本の自立化の法則は，剰余価値法則，あるいは平
均利潤法則の具体的形態である。
さてこれで商業資本の自立化の不可避性は明らかになったが，では産業資
本内部での自立化の準備・可能性は何であろうか。上述の説明ですでにふれ
たように，商品資本が他の形態の資本から分離・区別され，ことなる機能を
果たすというたんなる形式的準備から，ここでは産業資本の内部での分業，
すなわち企業内分業という自然法則的・技術的基礎をもった分業の法則が，
資本の形態の下で作用し，この法則の自己運動・貫徹は無制限的であるとい
うより具体的・内容的な可能性・準備へ転化している。
このような商業資本は，産業資本内部での企業内分業の展開という内容的
な可能性・準備を基礎として，貨殖の増大という資本の論理・矛盾（資本概
念と存在様式の矛盾）に媒介されて，必然的・不可避的に産業資本の商品資
本から分化独立するのである。簡単にいえば貨殖の増大，いいかえれば一般
的利潤率の上昇ということが，商業資本の自立化の根拠である。
(2) 商業資本の自立化の根拠としての一般的
利潤率の上昇について
マルクスは商業資本の自立化の根拠について上記のように規定されるが，
これにたいして日高氏は次のように自己の主張を展開される。 「原理論の対
象としての純粋資本主義社会においては，産業資本と商業資本は併存する。
それを論理的に展開しようとするとき，まず商業資本が産業資本の一部に含
まれるものとして抽象化されなければならないということなのである。する
と，自立化するというと吾，実は問題が二つあることがわかる。第ーは，論
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理的な以前の段階でなぜ産業資本と一体のものとして考えられたか，という
ことであり，第二に，それがなぜ自立化すると考えられるかということであ
る。……自立するからには，自立することによって産業資本の利澗率を高め，
それをつうじて社会全体の利潤率を高めるものでなければならない。そのこ
とを論述するには，自立してはいない状態と自立している状態とが比較され
なければならないが，自立していない状態が具体的に存在していたわけでは
ない。それは自立している状態をより抽象化したものにほかならない。とす
ると二つの状態の比較といっても，より具体的な状態とより抽象的な状態を
比べて，利潤率がどちらがどういう理由で高いかをみるということになるで
あろう。けれども，それを論証しなければ，産業資本の一部分の自立化だと
いうことはいえないのであって，現に自立しているものが，その性質からい
って本来はより基本的な存在の一部分であることを明らかにするとともに，
その一部分がなぜ独立の存在になっているか，それはそうした方が資本主義
的な意味で有利であるからだということを説かなければ，自立化ということ
(3) 
は論証できないのである」。
これが氏の主張である。そこで「自立するからには，自立することによっ
て産業資本の利潤率を高め，それをつうじて社会全体の利潤率を高めるもの
(4) 
でなければならない」というように．商業資本の自立化の根拠は利潤率を高
めることであるといわれているが，商業資本として自立するのは純粋流通費
(3)日高普． 「『資本論』における商業資本」，東大『経済学論集』．第32巻第3号．
1966. 10, 18頁。
このような主張につづいて，氏はつぎのようにいわれる。 「その点はむしろ第17
章の『商業利潤』でのべられているのであるが，のちにのべるようにマルクスのそ
の点の説明が甚だしく不十分であることは，おそらく第16章で，マルクスが商業資
本を流通資本の自立化としてだけ捉え，純粋の流通費用についての考察がひじょう
に弱いことと関係があるのではないか。……マルクスのこの商業資本理解において，
とくに純粋の流通費用の役割が軽視されていることは否みようもない。第17章の内
容に破綻があらわれる原因はおそらくこの点にあるのであろう」（同， 18-9頁）。
このような主張の批判は，いま議論している商業資本の自立化の根拠と，直接的
な関係はなく，むしろ前稿の『資本論』皿における第四篇の位置についての考察と．
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用のみであるとして，そこに商品買取資本を含めないという点の誤りと，商
業資本の自立化の根拠と商業利潤の根拠を同一視するという宇野シューレ
共通の誤りについて一ーこれらについては後述するが一ここでは問わない
ことにすれば，この点にかんする限り全く異論はない。
しかし第一に産業資本自身が売買すると想定することは，分析によってえ
られる抽象的な状態であり，現実的，歴史的には存在しないといわれる点と，
第二に明示的ではないが，産業資本自身が売買する段階と商業資本が売買す
る段階は，抽象度にちがいがあるので，どちらがより費用節約的かというこ
とは比較できないといわれる点に，氏の主張で納得しかねるものがある。
まず第一の点を検討しよう。もちろん産業資本自身が売買するという想定
は，商業資本の自立化による商品販売が支配的な産業資本確立期，いわゆる
「純粋資本主義」の事実から分析によって抽象されたものであるといえよう。
しかし産業資本が自ら販売することは，歴史的に全くなかったということは
できない。つまり産業資本が自ら販売する状態は歴史的には，封建制から資
本制への移行期と資本期の初期に存在した。さらに自由競争の資本主義では
産業資本のすべての販売が，商業資本によって代行されたのではなく，注文
生産による販売は直接販売であり，しかも産業資本は売買から完全に解放さ
れるのではなく，商業資本への販売はやはり残こり，このために一定の費用
を要したのである。 （また独占資本主義ではこの種の販売が，むしろ典型と
密接に関係するが，しかし氏が『資本論』の商業資本の自立化の論証が不十分なの
は．マルクスが第16章で純粋流通費用の考察を軽視している点に原因があると，批
判されているので，このさいもう一度簡単に筆者の異論をさしはさんでおこう。
第16章商業資本の自立化のところで，純粋流通費用の考察が非常に弱いといわれ
るが，しかし第一にここでは商業資本の自立化（産業資本からの分化）が問題とさ
れているのであり，したがって商業資本の内部の区別はさしあたり捨象されている。
第二にここでは何故商業資本の考察を商品買取資本で代表させたのかという理由は．
商業資本の本質たる価値実現（持手交換）ということを体現するものは，純粋流通
費用ではなく，まさにこの商品買取資本であるからである。いいかえれば商品買取
資本が商業資本のなかの主要なモメントを形成するからである。つまりこれが主要
なモメントから次要なモメントヘ移行するマルクスの方法である。
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(5) 
さえなっている）。
さて第二の点にうつろう。自由競争の資本主義では自立した商業資本によ
る販売が原則的である。したがって一歩ゆずって産業資本自らが販売するの
は，抽象の世界のみに存在することにしておこう。このように仮定して，産
業資本自らが販売する段階と商業資本が自立して販売する段階において，利
潤率の高低を比較することはできないといえようか。これは誤りである。つ
まり比較するものは，流通期間，流通費用がどちらの段階でより大きいか，
また利潤率はどうかということである。いいかえればこの比較は同一の質，
基準（流通時間と流通費用あるいは利潤率）の上で，量的なものについて行
なわれるのである。したがってここでは具体的論理段階か抽象論理段階かと
いうことは，全く無関係である。これにたいして具体的か抽象的かというこ
とは論理の展開過程における前後関係にかんすることである。
以上が商業資本の自立化の根拠についての氏の主張にたいする批判検討で
あるが，つぎにまず商業資本の自立化の根拠の具体的な充足形態と商業資本
の垂直的・水面的分化と商業資本の大規模化にかんするマルクスの見解を分
析し，その後氏のそれにたいする見解と筆者の異論を述べることにしよう。
(3) 商業資本の自立化の根拠の具体的な充足形態
と商業資本の垂直的・水平的分化と商業資本
の大規模化にかんするマルクスの規定
自立した商業資本は，価値増殖を増大化するという商業資本の自立化の板
拠・基礎・目的を，具体的にどのような形態をとって充足・実現・達成する
のであろうか。その形態は基本的に二つある。その第一のものは流通時間あ
(4)日高普，同， 18頁。
(5)独占資本の市場独占の形成のための諸方策としてのマーケティング行動の諸展開
を念頭に想いうかべられれば，このことはよりいっそう明確なものとなろう。 （参
照。森下二次也，「ManagerialMarketingの現代的性格について」，正，続，大阪
市大『経営研究』，第40号，第41号）。
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るいは流通期間の短縮である。つまり資本制商品生産社会においては，生産
過程において生産された商品が流通過程において売られ，そこでその価値が
実現されなければならず，このために一定の時間を必要とする。これが流通
期間であるが，この流通期間においては価値・剰余価値は生産されず，すで
に形成された価値が実現されるにす苔ない。このような商品価値の実現なし
には，資本は自己増殖運動を継続できない。したがってこの過程は資本にと
って不可欠であるが，しかしここでは直接的に価値生産は行なわれないので，
資本はこの過程を可能な限り時間的に短縮しようとする。これは資本にとっ
て当然の行動であろう。そしてこのような資本の要請に流通過程においてこ
たえるために，資本の内部から分化発生したのが，ほかならぬ商業資本であ
った。
では商業資本は具体的にどのようにして，流通期間を短縮するのであろう
か。つまりこれは，自己の投下した商品買取資本の回転をはやめることによ
って達成される。その結果，一面では一定の商品流通に社会的に必要な商業
資本が縮小され，その分だけ生産資本が増大し，したがって価値増殖も増大
し，他面では平均利潤率の形成に参加する商品買取資本の量が少なくなり，
それだけ利潤率は上昇する。このように商業資本の自立化による流通期間の
(6) 
短縮は，二重の意味で社会的総資本にとって利益となるのである。
要するに社会的総資本の立場からみれば，流通期間中の生産継続のための
貨幣準備が，流通期間の縮小によって節約され，その分が生産資本に転化さ
れ，貨殖が増大するのである。
さてその第二のものは純粋流通費用の縮小である。流通過程で商品が販売
されるが，その価値の実現のためには一定の売買操作が必要である。この売
(6)マルクスの説明を具体的に示すならば，つぎのようである。 「商人資本が流通期
間を短縮するかぎりでは，それは前貸資本にたいする剰余価値の割合，つまり利潤
率を高くする。商人資本が資本のよりわずかな部分を貨幣資本として流通部面に閉
じ込めておくかぎりでは，それは資本のうちの直接に生産に充用される部分を増大
させる」。 (K.Marx, Das Kapital, ][, S. 291．訳，マルクス，『資本論』，④， 351
頁）。
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買操作のための費用が純粋流通費用である。これは価値実現にのみ必要なも
のであり，したがってなんら価値を形成しない。つまりこの費用も商品買取
資本と同様，価値形成的ではないが，しかし資本の再生産にとって不可欠で
ある。もし商業資本あるいは商人がこれを支出しなければ，これは産業資本
自らが負担しなければならないものであろう。このように商品の売買のため
にのみ必要な純粋流通費用が，商業資本家によって集中的に支出されれば，
これは節約，縮小されよう。 これは社会的空費として価値増殖に「マイナ
ス」のものの節約を意味し，したがって結局的に貨殖に貢献する。これは平
均利潤率形成において，一方では剰余価値からの控除を減少させ，他方では
剰余価値の再分配に参加する純粋流通費用の大きさを減少させるものである。
つまりこれも二重の側面から，平均的利潤率（一般的利潤率）を上昇させる
のである。
さて以上の二つの形態，すなわち流通時間と純粋流通費用の関係はどのよ
うなものであろうか。これについて簡単に述べてみよう。両者は商品生産社
会に固有のものであり，社会的平均的にみれば，前者の縮小は後者の節約に
つながる。そして流通時間の節約は．商品買取資本の回転を速めることによ
って達成される。これにたいして純粋流通費用は，基本的に商品買取資本の
機能遂行のために必要な費用であるが，もちろんこの費用をより多く支出す
ることによって，逆に商品買取資本の回転が速められ，流通時間が短縮され
ることもあろう。しかしそれにもかかわらず社会的平均的条件，すなわち商
業資本の大言さとその平均的回転数を一定とすれば，この費用は流通時間の
長短に比例して増減するのである。
このように商業資本の自立化の根拠充足の具体的形態は，基本的に二つあ
るが，純粋流通費用は流通期間に反作用を及ぼすとはいえ，基本的にそれに
規定される。したがって第二の形態は第一の形態から必然的に派生するもの
であり，むしろ第一の形態の内容をなすものということもできよう。このよ
うに第一の形態がより本質的なのである。
以上で商業資本は，基本的に二つの形態をとって，資本の貨殖に寄与する
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ことが明らかになったであろう。
ではより具体的に商業資本がいかなる条件・資格をもつことによって，商
業資本の自立化の根拠・基礎を実現することがで吾ようか。まず第一に商業
資本が社会的に必要な範囲内にあるとすれば， 「商人が専門的にこの業務に
従事するので，生産者にとって彼の商品がより速く貨幣へ転化されるだけで
なく，商品資本自体は生産者の手中でされるよりもより速く姿態変換を行な
(7) 
うことができる」。
第二に「総商人資本を産業資本との関連で考えた場合，商人資本の一回転
はある生産領域における多数の資本の回転だけでなく，種々なる生産領域の
(8) 
多数の資本の回転をも表わすことができる」。
すなわちまず第一に生産と消費の条件にもとづいて，社会的に一定の大き
さの商業資本が商品売買に専門的に従事することにより，商品資本の姿態変
換は生産者の手におけるよりもより速く行なわれ，第二に商業資本の回転は
同一部門のみならず異部門の多数の回転を媒介で言ること，いいかえれば売
買の集中と，それにともなう売買操作の集中である。そしてもちろん社会的
平均的商業資本は，労働者を雇用し，売買操作を代行させている。これら二
つの条件をもつことによって，商業資本は流通期間とそれにともなう純粋流
通費用を短縮，節約で記その結果資本の価値増殖は増大するのである。
以上二つの条件のうち，第一のものは企業内分業にもとづいて，産業資本
内部に売買を専門的かつ大量的に行なう販売部を設置することによって，ぁ
る程度可能となろう。したがって第一のものよりも第二のものが，決定的に
重要である。というのは産業資本内部の販売部は，自己の売買を媒介するだ
けであるが，これにたいして資本間の社会的分業にもとづく商業資本は，自
己の消費のために商品を買うのではなく，再販売して利潤をうるためにのみ
(7) K. Marx, Das K直 pita!,Dietz Verlag Berlin 1964,][．Bd.; S. 287.訳，マル
クス，『資本論』，④,345頁，大月書店普及版， （原書，訳本はすべてこの版をも
ちいる）。
(8) Ebnda, S. 287.訳，同， 346頁。
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買うのであって，彼の買いは商品の使用価値の質と量の制約をうけず，した
がって同一部門および異部門の多数の資本の売買を媒介することができるか
らである。このような機能は資本内部の販売部によっては，とうてい実行で
きないものである。また第二の条件のうちで売買操作の集中よりも，売買そ
のものの集中が主要なモメントである。つまり売買そのものは商品価値の実
現であり，商品の姿態変換という資本の流通過程における究極的目的である
が，これにたいして売買操作は，この売買そのものの実現のために役立つも
のではあるが，売買そのものではない。これは売買そのものに規定され，そ
れを達成するための活動である。このように売買と売買操作は別個のもので
あり，後者は前者に規定されるのである。したがって売買操作の集中は，商
業資本の条件のうち次要なモメントなのである。
以上で商業資本の二つの条件・資格が明らかになったが，これまでの考察
では商業資本は総体として，あるいは代表的な個別商業資本がとりだされ，
産業資本との関連でおよび孤立的に分離されて分析された。したがってまだ
そこでは，商業資本内部の相互の問題はと・りあげられなかった。だが最後に
商業資本内部の関係，とくに商業資本の垂直的・水平的分化と個別的商業資
本相互の競争に媒介された商業資本の集積，集中，その大規模化の問題につ
いて，商業資本の自立化との関係において，とく簡単にふれておこう。
まず商業資本内部の社会的分業，すなわち垂直的・水平的分化から考えて
(9) 
みよう。結論的にいって，これは商業資本の自立化の法則の具体的な貫徹形
態である。
商業資本はまず企業内分業にもとづき，種々の商品を購入し，また卸売の
みならず小売を同時に行なうが，しかしこのような企業内分業は，生産力の
発展にともなって大量に生産される商品の販売に十分対応できず，しかも小
規模に分散する個人消費にも有効に対応できず，さらに生産力の発展とそれ
(9)参照。森下二次也， 「補説商業資本の分化について」， 『現代商業経済論』，有斐
閣，昭和35年11月初版， 136-152頁。岡田裕之，「商業資本の段階分化について」，
法政大『経営志林』，第五巻第4号。
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にともなう消費の変化に基づき， tこえず多様化する商品種類に十分対応でき
ず，結局的には商業資本の自立化の利益を十分に達成できなくなる。したが
ってこれは資本の価値増殖の制限となるが，ここに企業内分業のワクをうち
やぶって，社会的分業に転化する根拠・必然性がある。いいかえれば商業資
本の企業内分業では，商業資本の自立化の根拠が十分充足できないのである。
このような無限に自己増殖する資本の概念と商業資本の企業内分業という定
在様式との矛盾が，商業資本内部の垂直的・水平的な分化，資本間の社会的
分業へと移行する推進力である。これは移行の不可避性であるが，では新し
いものへ移行するための準備，条件が古いものの中でどのように形成されて
いるであろうか。つまりこれは企業内分業の法則にもとづいてそれぞれの活
動が分離され，さらに専門的能率的に行なわれているということである。
このような準備を基礎に，資本の概念と定在様式の矛盾に媒介されて，商
業資本ほ企業内分業から社会的分業へと必然的に転化，発展するのである。
さて商業資本の垂直的な分化とは，埜本的には商品種類あるいは販売対象，
販売地域などに対応する卸売商と小売商の段階的な社会的分業化であり，水
平的分化とは卸売商段階，あるいは小売商段階の段階内部での社会的分業化
である。
このような内容の商業資本の垂直的・水平的分化は，商業資本の自立化の
いわば延長上に位置し，永久に自己増殖を志向する資本の論理・概念•本質
のよりいっそうの展開として把握されなければならない。
► (10) 
ではつぎに商業資本の集積，集中大規模化について考えてみよっ。以上の
ように垂直的，水平的に分化した個別的商業資本は，同ーカテゴリーに属す
る他の個別的商業資本と高い利潤率の獲得をめぐって商業資本の回転競争，
販売競争を展開するが，このような具体的な競争に媒介されて，商業資本は，
一方で平均化し，他方で集積，集中し，大規模化する。もちろんこの基礎に
生産力の発展があることはい‘うまでもないが，このことは資本制的生産の発
(10)参照。森下二次也，「商業資本の集積集中」，前掲書． 212-15頁。
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展にともなって，商業資本の社会的•平均的条件・資格が変化することを意
味する。
社会的•平均的な資本制的商業資本を前提すれば，商人は一人でこの資本
を運動させることはで言ず，必然的に商業労働者を展用せざるをえなくなろ
う。そしてこの労働者の間に簿記係，会計係，購入係，販売係，通信係，出
張係等々の企業内分業が形成される。このような商業労働者の雇用は，第一
に商人は一人では大量の商品販売を行なえないという客観的な生産過程の大
規模化に規定されて，第二に商業労働者を搾取で恙るという主体的な条件に
規定されて必然化する。いいかえれば商業労働者は資本の概念と商人一人の
販売という現象形態の矛盾によって，不可避的に脈用されるのである。その
ための準備は，一つは商人が一人で多様な活動を行なっているということと，
他は労働者は自己の労働力の価値以上に労働させられるという資本制的な状
況があるということである。
資本制的生産が自己の脚で立った確立段階を想定すれば，このように商業
労働者を雇用するものが平均的な商業資本であろうが，しかし歴史的，具体
的には資本制の初期の段階では商人一人という比規的小規模のものでも，そ
れで十分に商業資本の自立化の根拠を充足できた。だが資本制の発展により
大量に商品が市場に供給される段階では，上述のように商業労働者の雇用が
必要，必然になり，もしそうでなければ，商業資本としての社会的意味を失
ぃ，競争のなかで駆逐されるであろう。
商業資本の大きさは各時点の生産過程の大いさ，および売買の技術的条件，
消費の状況・条件に規定されて各時点ととに様々であるが，しかし一般的に
はその規模は，大規模化の方向，領向を示すのである。この傾向を別にしても，
ここで重要なことは次の点である。つまりある一定の歴史的段階では，社会
的に平均的な商業資本の大きさは，客観的に与えられているのである。例え
ば自由競争の資本主義では，一定の商業労働者を雇用する商業資本が社会的
平掏的であり，し↑：がって商業資本の自立化を一般理論的に考えるばあい，
このような社会的に平均的なものが，念頭に想いうかべられなければならな
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いであろう。
以上によって，次のことが明らかになった。つまり資本制的生産の発展に
つれて，商業資本が集積，集中，すなわち大規模化される傾向をもつが，こ
れは商業資本の条件の変化であり，資本の論理のよりいっそうの展開を意味
する。しかしある時期を一般的に分析するばあい，商業資本の大きさは社会
的，平均的なものとして前提され，したがってその大きさの変化は問題とな
らない。ここで論議される商業資本の自立化のばあいも，例外ではない。つ
まりこのばあい商業資本の大きさは一定であり，しかも商業労働者が雇用さ
れているのである。
(4) 商業資本は純粋流通費用のみの自立化であると
する日高氏の独自の主張について
以上がマルクスの規定であるが，これにたいして氏は商業資本は純粋流通
費用の自立化したものであるという独自の鍋点から，次のようにいわれる。
つまりマルクスが商業資本の自立化の根拠の実現の形態として，流通時間と
流通費用の節約という二つのものをあげ，両方とも節約されるという点につ
(11) 
いて，氏はまず「費用と時間の混同」であり， 「費用をかけなければ長い時
間を要するものが，時間を短縮するために費用を支出するのだという，両者
の相反した関係が両者をただならべることによって，平行した関係なのだと
(12) 
いうような印象を与えてしまっている」し，また「商業資本における販売期
間の長短をつうずる流通資本の大小という，流通費用本来の機能は，マルク
(13) ・ 
スによってあまり注目されていないように思われる」と疑義を呈示され，っ
いで独自の見解を展開される。 「商業資本が自立することなしに，各個別産
業資本が代理店をつうずることによったとしても，同じだけの効果，同じ程
(11)日高普，「商業資本の自立化」，法政大『経済志林』，第36巻第4号， 1968.12,16頁。
(12)同， 17頁。
(13)日高普，「商業資本の『困難』な問題」，鈴木鴻一郎編，『マルクス経済学の研
究』，上巻所収，東大出版会， 1968.9,342頁。
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度の販売期間の短縮を実現することは，絶対に不可能とはいえないであろう
が，それには途方もなく多額の流通費用を必要とするであろう。それと比べ
たら自立した方が流通費用を節約するといえる。また自立化していない状態
と同じ程度の販売期間を維持するだけなら，自立ずることで流通費用を節約
(14) 
するといってもよい」。
このように流通期間を短縮するという「本来的機能」をもつ純粋流通費用
は，「商品経済に特有のものであって，それ自身がマイナスをマイナスするも
のといえるであろう。そのばあいの初めのマイナスは……商品売買のための
純粋の流通期間であろう。これによっておこる利潤率の低下を，最小のもの
にくい止めようとすることが，純粋流通費用の役割ではなかろうか。それは
もちろん剰余価値からの削減による費用なのであるから，それ自身マイナス
であることはいうまでもないが，その支出にもかかわらず，流通期間に損失
を少なくするという効果の方が大きいから，あるいは大きいという見込みが
あるから，これを支出するのであろう。……流通費用はマイナスをマイナス
するものではあるが，流通過程を個別産業資本が負担しているか苔り，マイナ
スをマイナスするその作用には限界がともなわざるをえない。この限界を打
開するのが商業資本の存在でなければならない。もしそうだとすれば，商業
資本の存在意義は，流通資本の節約をより徹底させるように流通費用を支出
することであって，結局的には流通費用そのものも節約されるかもしれない
が，そこに中心があるのではない。かりに商業資本の自立化の結果，流通費
用が逆に増大することがあったとしても，それが流通資本の節約，販売促進
にとって十分に有効であったとすれば，それで一向にさしつかえないのであ
(15) 
る」。そして「商業資本が産業資本から商品を仕入れるのは，信用の利用に
あるのであり，しかも信用を利用できる部分があるというだけでなく，すべ
てにわたって信用を利用するのである。…•••このように考えると，商業資本
(14)日高普，「商業資本の自立化」， 22頁。
(15)同， 20-1頁。
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が産業資本から商品を仕入れるばあいは，商業信用によるもの，ということ
が明らかになり，マルクスや宇野氏のように，単に信用の利用を補足的に軽
くふれるにとどまらず，商業資本における商品購入資金を考えなおさなくて
はならないであろう。商業資本が商品を仕入れるのに手形をもってするのが
基本だとすれば，商業資本は自己資金として商品購入資金をもつ必要はない。
……基本的には流通資本は自立せず，自立するのは流通費用だけであるとい
わなければならない。したがって商業資本による商品仕入れについていえば，
それは必ず商業信用と，それを補足するものとしての銀行資本の機能をとも
なわざるをえなであろう。そのために商業資本は，商品仕入れ資金の必要か
ら免れ，流通費用に集中することによって，現金仕入れに比べてはるかに大
量の商品を売買できるために，一商品当りの価格差はわずかでよい。現金仕
入れなら産業資本は商業資本に，ー商品当りヨリ大きい価格差を与えなけれ
ばならないが，それは売買される商品量に単純な制約があるためである。こ
(16) 
れでは商業資本の自立化の意味を十分実現する所以ではあるまい」。このよう
な純粋流通費用の自立化した商業資本は，集中と分散という二面をもってい
る。 「商業資本が個別的産業資本の代理店ではなく，したがってその資本の
個別的循環の拘束から解放されいるということは，集中と分散という二つの
面が重なってあらわれるということではないのだろうか。·…••もしそうだと
したら，資本主義の発達とともに商業資本の集中はますますすすめられ，そ
の数は少なくなっていく傾向をもつであろうし，その傾向を極端にした純粋
状態を想定すれば，社会に多数存在する産業資本の流通過程を，一個の巨大
な商業資本が負担するということになるのが本当であろう。ところが事実上，
十九世紀中葉のイギリスで，社会に存在する商業資本の数が減少する傾向が
あったかどうかは，統計をしらべる必要もあるまい。むろん局部的には集中
もあったであろうが，他方同時に分散もおこなわれたにちがいない。大きな
商業資本が存在したであろうように，また零細な商業資本も多数存在したと
(16)日高普．「商業資本の理論」，『経済志林ふ第37巻第1号， 1968.12,50ー1頁。
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想像される。もしそうだとしたら，それはなぜか。マルクスのいうように大
規模商業が小商業より一方的に優位をもっているとしたならば，それはどう
(17) 
して現実的傾向として貫徹しないのか」 ・o
このような氏の主張にたいして，次のような疑義をいだかざるをえないぐ
第一の問題点は，氏が商業資本の自立化によって，「流通資本」（流通閂
間）と流通費用がともに節約されるというマルクスの「平行節約説」の誤り
の原因は，時間と費用の混同にあるといわれる点である。
マルクスは商業資本の自立化の根拠充足の形態として，流通時間と流通費
用の節約をあげているが，これにたいして氏はマルクスに時間と費用の混同
があるといわれる。いいかえればマルクスは「平行節約説」であり，純粋流
通費用の増大によって全体としての商業資本を縮小するという側面，いわゆ
(18) 
る「逆相関の関連」の理解に欠けるといわれる。
個別的商業資本相互間の競争において，流通期間・時間の短縮化による特
別利潤の取得のために，各個別的商業資本はあらそって純粋流通費用の増大
化を行なうが，しかしこれは個別的商業資本相互の関係が考察される段階で
のことである。これにたいしてマルクスが商業資本の自立化の根拠の充足形
態としてあげている流通時間と流通費用の節約は，産業資本と商業資本の関
連が考察される段階での問題である。つまりこの段階では商業資本が自立化
することによって，そうでないばあいよりも流通期間（流通期間中の生産継
続の予備資本）と純粋流通費用が，一般的に節約されることが示されている
のである。ここでは平均的な流通期間には平均的な流通費用が対応するとい
う関係を前提として，産業資本自らが売買するばあいと商業資本が自立して
(17)日高普，「商業資本の自立化」， 8-11頁。
(18)流通期間・時間・と純粋流通費用の関連について．このようは「逆相関の関連」
として，最初に規定した論者は，同じ宇野シューレの山口重克氏である。 「流通費
用と流通資本との間には．いわば代替的な一種の逆相関の関係があるのであって，
かかる独自の関連にある一体的なものとして．一定の資本家社会的な機能を果たす
ことによって，それらは独自的な資本として利潤を取得しているのである」C (「商
業資本と商業利潤」． H,『電気通信大学学報』，第16号． 1964.8,96頁）。
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売買するばあいが比較され，そして後者の方が流通期間とそれに必然的に必
要な流通費用を，より効果的に節約するというのが，マルクスの見解である。
したがって産業資本と商業資本の関係が問題にされる論理段階で，氏のよう
に個別的商業資本相互の関係を問題にすることは，で芦ない相談である。い
いかえれば産業資本と商業資本の関係が問題にされる段階では，商業資本相
互の関係はいちおう捨象されているのである。
この点についてもう少し展開しよよう。純粋流通費用の機能は，一面では
商品価値の実現（持手交替）という商品買取資本の機能の遂行を媒介する売
買操作を行なうが，他面ではその積極的支出（例えば従来以上に支出するこ
と）によって，全体として販売に要する資本，すなわち商業資本を縮小する。
これも流通費用のひとつの機能ではあるが，しかしこれは価値実現に結ぴっ
く売買操作と，自立化による自己の縮小という二つの機能よりも，もっと具
体的な段階，すなわち個別的商業資本相互の競争の段階で問題になるもので
ある。例えばある商業資本が新しい販売技術を導入すれば，流通費用が以前
より増大したとしても，商品買取資本の回転率が高められ，したがって彼の
全体としての商業資本が縮小され，彼は他の諸商業資本よりも多い利潤，い
わゆる特別利潤をうることができよう。しかしこの新しい販売技術が全ての
商業資本に一般化すれば，この特別利潤はなくなろう。その結果全体の商業
資本の産業資本との相対的な大きさは，個々の商業資本の競争を通して従来
よりも低い割合になる。この種の関係は産業資本の特別利潤と相対的剰余価
値生産の関係と同じものである。このように流通費用の増大化による全体の
商業資本の縮小という機能は，流通費用の機能の一つではあるが，しかしこ
れは個別的商業資本相互間の競争の段階でのことであり，したがって他の二
つの機能が問題となる産業資本と商業資本の関係，あるいは商業資本一般が
孤立的にとりあげられる段階でのことと，同列に論じられない。このように
流通費用の自立化にもとづく節約の機能は，産業資本と商業資本の関係が問
題とされる段階でのことである。
第二の問題点は氏が商品買取資本は信用を利用すれば，これを自己資本と
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して支出する必要はなくなり，結局商業資本は流通費用のみの自立化したも
(19) 
のであるといわれる点にある。
もちろん商業資本を信用を考察に入れたより具体的な論理段階で考えたば
あい，商業資本が信用を利用することによって，商業資本の所有すべき貨幣
資本は縮小することになろう。しかしこのようにより具体的に商業資本と信
用の関係を見るまえに，商業資本を産業資本との関係で，あるいはこれを孤
立的にとりあげて，この本質を分析し，ついで信用を産業資本，あるいは商
業資本との関係で，およびこれを孤立的にとりあげ，この本質を分析しなけ
ればならない。そしてこのような本質分析をふまえてはじめて，両者のより
具体的な関係を問題にすることができるのであるiしたがって両者の本質分
析を行なわず，いきなり両者のより具体的な関連をとらえようとしても，こ
れはできない相談である。このような氏の叙述方法とは逆に，商業資本をま
ず分析し，つぎに信用関係を分析するというのがマルクスの叙述様式である
が，これは科学的に正しい方法である。
もしかりに信用を先にのべ，ついで商業資本についてのべるという氏の叙
述様式を認めるとしても，商業資本のうちの商品買取資本は信用によってゼ
ロになるので，商業資本は流通費用のみ自立化したものであるといわれる点
は，納得しがたい。
もし信用によって商業資本家による商品買取資本の前貸が不要になったと
しても，商業資本は流通費用のみの自立化したものではなかろう。つまりこ
の場合，商業資本は産業資本から信用で買った商品を消費者（買い手）に販
売し，この商品の価値を実現する。したがってここでも商業資本は自己で貨
幣を支出したばあいと何ら変わることなく，価値実現を行っているのである。
(19)渡辺公観氏も商業資本は，純粋流通費用のみの自立したものであるという日高氏
の見解にたいして，次のように批判される。 「問題なのは日高教授が商品買取資本
の意義が全くないとされる点であろう。 ••••9・商品買取資本こそは産業資本の商品資
本を商業資本のそれに転化するものとして商業資本の自立化に決定的意義をもつも
のだからである」。（和歌山大『経済理論』，第114号， 1970.3,89頁）。
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ただことなる点は，前貸する貨幣が自己のものか他人のものかということだ
けである。しかもこのような価値実現を行なうことは商品資本の機能であり，
たとえ信用で産業資本から商品を買ったとしても，この機能が消えてなくな
るわけではない。つまりこのように商業資本が信用で商品を買うばあいでも，
商業資本は商品資本の機能を果たすのである。したがって商業資本は，氏の
ように流通費用のみの自立化したものということはできないのである。
このばあい注意すべ吾点は，商業資本が信用で商品を買ったということは
商業資本の果たす社会的機能に変化が生じたことを意味せず，ただ産業資本
と商業資本の間に「貨幣」の貸借関係が形成され．そしてこの「貨幣」．の貸
借関係では， 「利子」が問題となるにすぎないということである。
また氏は流通費用の方は．あくまでも商業資本が自ら支出しなければなら
ないといわれるが，しかしこれを信用関係の中で見たばあい，これも借金で
まかなうことができよう。したがってこのような氏の論理に従9えば，商業資
本は「流通資本」あるいは流通費用の自立化したものではなく．無から生まれ
たものか，あるいは商業資本そのものが消滅するというように，全くナンセ
ンスな結論に到達するであろう。これは氏が信用の機能と商業資本の機能を，
販売促進という観点から把握されることにもとづく誤りであろう。つまりこ
れは商業資本は信用でカヴァーできない商品の販売を補足するものとして，
流通期間短縮の観点からとらえられる氏の一面的な見方から生ずる論理的に
必然の帰結であろう。
第三の問題点は氏が販売促進（流通時間と流通費用の節約）は純粋流通費
用のみの機能であり，商品買取資本はこのような機能を果たさないといわれ
(20) 
る点にある。
(20)また渡辺氏も，日高氏が商業資本の本来的機能は販売促進であるという点につい
℃次のように批判される。 「商業資本の独自的，，本来的機能が『販売期間の短縮』
というかたちでとらえられるとするならば，なるほど，それは商業信用の機能とし
て『販売期間の短縮』と対比されて，そのいずれが産業資本にとって有効か直接的
であるかといった点でしか商業資本の意義と本質を把握することがで含なくなるだ
ろう」。（前掲論文， 85頁）。
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だがしかし商品買取資本も自立化によって，産業資本のばあいよりもいっ
そう販売促進の機能を果たすのである。つまり商業資本の商品買取資本部分
は商業資本が自立化する結果，販売が集中され一個の産業資本だけでなく，
同一部門に限らず異部門にわたって，多数の個別的産業資本の販売を専門的
に媒介することによって，まずその大きさ自体が産業資本のばあいよりも縮
小され，さらに流通期間も短縮される。したがって氏のように販売促進は，
もっぱら流通費用の機能であるということは，で恙ないといえよう。
第四の問題点は氏が大規模商業が小規模商業より一方的に優位性をもつな
らば，なぜ現実的傾向としてそれが貫徹しないのかといわれる点にある。
これは一般的な商業資本の大規模化の問題と商業資本内部の垂直的分化の
問題の混同である。つまりマルクスは『資本論』において，卸売商とか小売
商とかいうような区別はいちおう捨象して，あるいは商業のうちの主要なモ
メントである卸売商に代表させて，商業資本を一般的に考察・分析するが，
この一般的考察で，生産力の発展につれて商業資本の大きさが増大すること
は当然であろう。しかしそれにもかかわらず，このような商業資本の大規模
化と商業資本内部の分化は，質のことなる問題である。すなわち前者は個別
的な商業資本の規模変化の問題であるのにたいして，後者は商業資本の本質
展開，機能遂行のための形態，いいかえれば商業資本内部の社会的分業の問
題であり，しかもこのばあい個別的商業資本の大告さは一定として与えられ
ている。したがって両者の問題は区別して論じられなければならず，混同す
ることは許されないのである。
そしてもちろんこのような一般的考察をふまえて，より具体的に卸売商業
と小売商業の区別へと分析をすすめなければならないが，ここでは小売商業
の特殊性に規定されて個人的消費者の地域的分散に対応するため，ある程度
の分散が要請されるのは当然であろう。
また氏は小規模商業といわれるばあい，前近代的な商業を含めて考えてお
られるように思われるが， もしそうであれば，これは資本制的商業を考える
さいには，すなわち氏の表現を借りれば「純粋状態を想定」すれば，捨象さ
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れなければならない問題であろう。 しかし「純粋資本主義」を対象とする
「原理論」の性格からすれば，このような捨象は氏にとってはいうまでもな
いことかも知れない。
補説ー純粋流通費用について
く1> 「不変資本」と「可変資本」および「固定
資本」と「流動資本」の区別について
マルクスが純粋流通費用を「不変資本」と「可変資本」に区別される点に
ついて，氏はつぎのように批判される。 「商業資本では，……人的な要素に
支出された資本と物的な要素に支出された資本とは，資本の運動過程での役
割に何のちがいもないのである。それをマルクスは，可変資本と不変資本と
よぶことによって，純粋の流通費用のもっている資本主義社会における特殊
な意味を無視し，純粋の流通費用を生産費用にひきつけて理解してしまうの
である。といっても，可変資本という概念を用いるだけなら，単なる用語の
不正確さという問題ですんでしまうのであるが，マルクスのばあい，どうも
それだけではないらしい。……商業資本のもとで価値も剰余価値も形成され
ないことを明らかにしたのは，ほかならぬマルクスである。だから商業資本
にあっては，流動資本と固定資本の区別はあっても，可変資本と不変資本の
区別はない。従業員の労働が価値を形成して可変的になるものでないのと同
様に物的要素もその使用価値的消耗とともにその価値を生産物に移転すると
(21) 
いう点で不変的なものではない」。
このように氏はマルクスの区別づけについて批判されるが，しかしこの批
判は的はずれである。つまりマルクスは『資本論』において，純粋流通費用
を「不変資本」と「可変資本」というように区別され，そして「可変資本」は
純粋流通費用のうちの商業労働者の労賃部分であり，これは社会的になんら
の剰余価値も創造せず，ただ商業資本に商業利潤の取得を可能にするにすぎ
(21)日高普「『資本論』における商業資本」， 23頁。
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ないことを解明・分析されている。すなわちこれは社会的総資本にとって，
剰余価値を創造するのではなく，商業資本という個別的資本にとって，利潤
をもたらすということであり，しかも生産過程で使われる可変資本という表
現を借用して，擬制的に用いたものであるにすぎないということである。
また「不変資本」についても「可変資本」のばあいと同じように．ただ単
にその額だけ剰余価値から控除されるだけであって，その大きさを変えない
のである。そしてこの意味で，これも本来の不変資本という表現を擬制的に
使用されている。したがってこのような表現は両者の費用のちがいをなんら
無視するものでなく，また生産費用と同一視するものでもなく，むしろそれ
らのちがいをはっきりと区別して理解していることを示すものである。
要するに「可変資本」も「不変資本」も，純粋流通費用として販売に必要
なものであり， したがって基本的に同じ性格のものであるが， しかし前者
（商業労働者の搾取）は商業利潤の取得を可能にするという点で，後者とこ
となるにすぎないのである。
またこの純粋流通費用は「価値回収」，「価値補填」の観点から， 「固定資
本」と「流動資本」というように区別されよう。つまり前者はその費用を何
回にも分けて回収されるものであり，後者はこれにたいして一回で回収され
るものである。しかしこのばあいも本来の生産資本の価値回収とはことなっ
ている。つまりここではこの「価値回収」は，生産資本においてのように実
質的な価値追加によって行なわれるのではない。すなわち産業資本から商品
をその分だけあらかじめさし引かれた価値で購入し，自己のところでその分
だけ形式的・名目的に価値追加して，最終的には商品価値に等しい価格で販
売するという仕方で，実質的にはすでに生産過程で創造された剰余価値から
回収される。したがってこれらはその内容において，本来的意味での固定資
本・流動資本とはことなっているといえよう。
このようにして純粋流通費用は，一方では商業資本に利潤をもたらすか否
かの視点から「不変資本」と「可変資本」に，また他方ではその回収，補填
という視点から「固定資本」と「流動資本」に区別されている。したがって
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氏のように前者の区別づけはできず，ただ後者の区別づけのみができるにす
ぎないといわれる点は，マルクスの真意にも反することであり，しかも商業
資本においても商業労働者が搾取されているという事実を陰蔽するという重
大な欠陥をもっているのである。つまり流通費用の「固定資本」と「流動資
本」の区別は，商業労働者の搾取の問題に何ら関係のない「価値回収」の段
階でのことである。そしてこの種の関係は，本来の固定資本と流動資本の区
別づけが生産的労働者の搾取をおおいかくすのと同じものである。
く2>売買のための流通費用と貨幣通流のための
流通費用について
氏はマルクスが『資本論』 lI第一篇第6章流通費用のところで，純粋流通
費用の．一項目として貨幣通流のための費用をあげていることにたいして，こ
れは異質のものを同日にあつかうとして，次のように批判される。「なお，
『資本論』では，売買および簿記費用とならんで，金生産費をあげている。
しかし金生産費はけっして商品経済に特有ということはできず，特有なもの
としては鋳貨鋳造費をあげることができよう。けれどもこれは個別資本の負
担するものでな，社会全体で負担するものであるから，売買費用と同列にあ
(22) 
げることには疑問がある」
このような氏の批判はつぎの点で的はずれである。つまり『資本論』 lI第
一篇第6章流通費用のところで，流通費用を形成するもののひとつのモメン
トとして貨幣があげられているが，ここでの貨幣としての流通費用は氏の云
われるような金そのものの生産費用という超歴史的なものではなく，商品生
産社会に固有な貨幣通流のための費用である。すなわち生産された金のうち
貨幣として使用されるものが，貨幣としての流通費用を形成するのである。
マルクスはこのような意味で貨幣としての流通費用を分析しているのであっ
て，超歴史的な金生産そのものを分析しているのではない。したがって氏は
(22)日高普，『経済原論』．時潮社， 1964.3,初版， 106頁。
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明らかに誤解されているといえよう。
また氏はこの貨幣としての流通費用に鋳貨鋳造費のみをあげられるが，し
かしこれだけではなかろう。つまり貨幣通流にともなう磨損部分，保管，収
納．計算等々の費用も含まれるのである。
さらに氏は貨幣としての流通費用は個別的資本が負担せず，社会全体で負
担するものであり，売買費用と同列に論じられないといわれるが， しかし
『資本論』 I第一篇の論理段階では，この売買費用は個別的資本との関係に
おいて分析されるのではなく，総資本との関係におい，使用価値も価値・剰
余価値も生産せず，したがって生産過程において生産された剰余価値から控
除されなければならない社会的な空費であることが，分析されているのであ
る。また『資本論』 J[第四篇のように各個別的商業資本によって，この売買
費用が支出される段階においても，直接的には個別的商業資本によって負担
されるものではあるが，しかしこれは，使用価値も価値も生まず，剰余価値
より控除されなければならないという従来の本質を何ら変えていない。この
ような論理段階においても売買費用は，結局的には資本全体によって負担さ
れるのである。したがって売買費用は個別的に負担されるものであり，全体
的に負担される貨幣のための流通費用と同日に論じられないとされる氏の主
張は，全く正しくない。むしろマルクスのように本質的に同じ性格のものと
して，同日に論じることこそ科学的であろう。
